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(57)【要約】
　トランスミッション及びその部品が提供される。第１
態様では、トランスミッション部品は、（ｉ）実質的に
細長く、かつ、部品の係合面に沿って延びる１以上の形
成部であって、第２トランスミッション部品の実質的に
細長い凹部に摩擦係合するように構成された１以上の形
成部、及び／又は、（ｉｉ）実質的に細長く、かつ、部
品の係合面に沿って延びる１以上の凹部であって、第２
トランスミッション部品の実質的に細長い形成部に摩擦
係合するように構成された１以上の凹部、を有する。第
２態様では、トランスミッションは、第１トランスミッ
ション部品と、１以上の実質的に細長い凹部を有する第
２トランスミッション部品と、を有し、使用時に第１ト
ランスミッション部品が第２トランスミッション部品を
駆動することができるように第１トランスミッション部
品の形成部が第２トランスミッション部品の凹部に摩擦
係合される。第３態様では、トランスミッションを通じ
たトルクフローに包含される２つの部品の間の摩擦係合
の量を設定又は調整することによってトランスミッショ
ンのトルク密度を改善する方法が提供される。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　係合面を有する部品と、
　１以上の形成部であって、各形成部は実質的に細長く、前記１以上の形成部は、前記部
品の前記係合面に沿って延び、第２トランスミッション部品の実質的に細長い凹部に摩擦
係合可能であるように構成される、１以上の形成部と、
　１以上の凹部であって、各凹部は実質的に細長く、前記１以上の凹部は、前記部品の前
記係合面に沿って延び、第２トランスミッション部品の実質的に細長い形成部に摩擦係合
可能であるように構成される、１以上の凹部と、を備えるトランスミッション部品。
【請求項２】
　前記部品は円形であり、前記１以上の形成部は前記部品の周りで実質的に周方向に延び
る、請求項１に記載のトランスミッション部品。
【請求項３】
　前記１以上の形成部の少なくとも１つが断面輪郭において実質的に歯形状である、請求
項１又は２に記載のトランスミッション部品。
【請求項４】
　前記１以上の形成部の少なくとも１つの形成部が２つの傾斜表面を有する、請求項１～
３のいずれか１項に記載のトランスミッション部品。
【請求項５】
　２つの隣接する形成部の前記傾斜表面が凹部を形成し、前記凹部が、第２トランスミッ
ション部品の実質的に細長い形成部に摩擦係合可能であるように構成される、請求項４に
記載のトランスミッション部品。
【請求項６】
　前記１以上の形成部の前記少なくとも１つが実質的にくさび形状である、請求項１～５
のいずれか１項に記載のトランスミッション部品。
【請求項７】
　複数の形成部と、複数の凹部と、を備える、請求項１～６のいずれか１項に記載のトラ
ンスミッション部品。
【請求項８】
　前記１以上の形成部が実質的にジグザグの断面輪郭を形成する、請求項１～７のいずれ
か１項に記載のトランスミッション部品。
【請求項９】
　回転自在に装着可能であるように構成される、請求項１～８のいずれか１項に記載のト
ランスミッション部品。
【請求項１０】
　トランスミッションの歯車状部品であるように構成される、請求項１～９のいずれか１
項に記載のトランスミッション部品。
【請求項１１】
　遊星トランスミッション及びひずみ波トランスミッションのうちの一方の歯車状部品で
あるように構成される、請求項１～９のいずれか１項に記載のトランスミッション部品。
【請求項１２】
　前記遊星トランスミッションが複合遊星トランスミッションである、請求項１１に記載
のトランスミッション部品。
【請求項１３】
　太陽歯車状部品又は惑星歯車状部品又は環状歯車状部品であるように構成される、請求
項１１又は１２に記載のトランスミッション部品。
【請求項１４】
　１以上の細長い形成部を有する、請求項１～１３のいずれか１項に記載の第１トランス
ミッション部品と、
　１以上の実質的に細長い凹部を有する第２トランスミッション部品と、を備えるトラン
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スミッションであって、
　前記第１トランスミッション部品の前記１以上の形成部は、使用時に前記第１トランス
ミッション部品が前記第２トランスミッション部品を駆動することができるように前記第
２トランスミッション部品の前記１以上の凹部に摩擦係合される、トランスミッション。
【請求項１５】
　前記第２トランスミッション部品の前記１以上の凹部が、前記第１トランスミッション
部品の前記１以上の形成部の実質的にコンプリメンタリである、請求項１４に記載のトラ
ンスミッション。
【請求項１６】
　前記１以上の形成部及び前記１以上の凹部が、使用時に前記トランスミッションが自由
な遊びを実質的に有しない形状及び寸法である、請求項１４又は１５に記載のトランスミ
ッション。
【請求項１７】
　前記第２トランスミッション部品に対して前記第１トランスミッション部品の前記位置
を変化させるように構成された調整機構をさらに備える、請求項１４～１６のいずれか１
項に記載のトランスミッション。
【請求項１８】
　前記調整機構が、前記第１トランスミッション部品の前記１以上の形成部によって前記
第２トランスミッション部品の前記１以上の凹部上に及ぼされる力を調整するように構成
される、請求項１７に記載のトランスミッション。
【請求項１９】
　前記調整機構が、傾斜した表面を備え、前記傾斜した表面は、前記第１トランスミッシ
ョン部品を横方向に変位させるために前記トランスミッション部品に対して摺動可能であ
る、請求項１７又は１８のいずれかに記載のトランスミッション。
【請求項２０】
　前記トランスミッションが、遊星トランスミッション及びひずみ波トランスミッション
のうちの一方である、請求項１４～１９のいずれか１項に記載のトランスミッション。
【請求項２１】
　前記遊星トランスミッションが複合遊星トランスミッションである、請求項２０に記載
のトランスミッション。
【請求項２２】
　前記トランスミッションが減速トランスミッションである、請求項１４～２１のいずれ
か１項に記載のトランスミッション。
【請求項２３】
　サーボモータに組み合わせて動作可能である、請求項１４～２２のいずれか１項に記載
のトランスミッション。
【請求項２４】
　１以上の細長い形成部を有する第１トランスミッション部品と、１以上の細長い凹部を
有する第２トランスミッション部品と、を提供するステップと、
　前記第１トランスミッション部品の前記１以上の形成部と、前記第２トランスミッショ
ン部品の前記１以上の凹部と、を摩擦係合させるステップと、
　前記トランスミッションのトルク密度を改善するために、前記トランスミッションの２
つの部品同士の間の摩擦係合の量を設定するステップと、を含むトランスミッションのト
ルク密度を改善する方法。
【請求項２５】
　前記２つのトランスミッション部品が、請求項１～１３のいずれか１項に記載のいずれ
か２つの部品である、請求項２４に記載の方法。
【請求項２６】
　前記トランスミッションが、請求項１４～２３のいずれか１項に記載の前記トランスミ
ッションである、請求項２４又は２５に記載の方法。
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【請求項２７】
　前記トランスミッションの２つの部品同士の間の前記摩擦係合の量を調整するステップ
をさらに含む、請求項２４に記載の方法。
【請求項２８】
　係合面を有する部品と、
　１以上の形成部であって、各形成部が実質的に細長く、前記１以上の形成部は、前記部
品の前記係合面に沿って延び、第２トランスミッション部品の実質的に細長い凹部に摩擦
係合可能であるように構成される、１以上の形成部と、を備えるトランスミッション部品
。
【請求項２９】
　前記部品は円形であり、前記１以上の形成部は前記部品の周りで実質的に周方向に延び
る、請求項２８に記載のトランスミッション部品。
【請求項３０】
　前記１以上の形成部の少なくとも１つが断面輪郭において実質的に歯形状である、請求
項２８に記載のトランスミッション部品。
【請求項３１】
　前記１以上の形成部の少なくとも１つの形成部が２つの傾斜表面を有する、請求項２８
に記載のトランスミッション部品。
【請求項３２】
　２つの隣接する形成部の前記傾斜表面が凹部を形成し、前記凹部は、第２トランスミッ
ション部品の実質的に細長い形成部に摩擦係合可能であるように構成される、請求項３１
に記載のトランスミッション部品。
【請求項３３】
　前記１以上の形成部の前記少なくもと１つが実質的にくさび形状である、請求項２８に
記載のトランスミッション部品。
【請求項３４】
　複数の形成部と、複数の凹部と、をさらに備える、請求項２８に記載のトランスミッシ
ョン部品。
【請求項３５】
　前記１以上の形成部が実質的にジグザグの断面輪郭を形成する、請求項２８に記載のト
ランスミッション部品。
【請求項３６】
　回転自在に装着可能であるように構成される、請求項２８に記載のトランスミッション
部品。
【請求項３７】
　トランスミッションの歯車状部品であるように構成される、請求項２８に記載のトラン
スミッション部品。
【請求項３８】
　遊星トランスミッション及びひずみ波トランスミッションのうちの一方の歯車状部品で
あるように構成される、請求項２８に記載のトランスミッション部品。
【請求項３９】
　前記遊星トランスミッションが複合遊星トランスミッションである、請求項３８に記載
のトランスミッション部品。
【請求項４０】
　太陽歯車状部品又は惑星歯車状部品又は環状歯車状部品であるように構成される、請求
項２８に記載のトランスミッション部品。
【請求項４１】
　係合面を有する部品と、
　１以上の凹部であって、各凹部が実質的に細長く、前記１以上の凹部は、前記部品の前
記係合面に沿って延び、第２トランスミッション部品の実質的に細長い形成部に摩擦係合
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可能であるように構成される、１以上の凹部と、を備えるトランスミッション部品。
【請求項４２】
　前記部品は円形であり、前記１以上の凹部は前記部品の周りで実質的に周方向に延びる
、請求項４１に記載のトランスミッション部品。
【請求項４３】
　各凹部は、前記部品の前記係合面に沿って延びる２つの隣接する形成部によって形成さ
れる第１及び第２傾斜表面をさらに備える、請求項４１に記載のトランスミッション部品
。
【請求項４４】
　前記形成部の前記少なくとも１つが実質的にくさび形状である、請求項４３に記載のト
ランスミッション部品。
【請求項４５】
　複数の形成部と、複数の凹部と、をさらに備え、各凹部が２つの形成部に隣接する、請
求項４１に記載の任意のトランスミッション部品。
【請求項４６】
　前記形成部が実質的にジグザグの断面輪郭を形成する、請求項４３に記載のトランスミ
ッション部品。
【請求項４７】
　回転自在に装着可能であるように構成される、請求項４１に記載のトランスミッション
部品。
【請求項４８】
　トランスミッションの歯車状部品であるように構成される、請求項４１に記載のトラン
スミッション部品。
【請求項４９】
　遊星トランスミッション及びひずみ波トランスミッションのうちの一方の歯車状部品で
あるように構成される、請求項４１に記載のトランスミッション部品。
【請求項５０】
　前記遊星トランスミッションが複合遊星トランスミッションである、請求項４９に記載
のトランスミッション部品。
【請求項５１】
　太陽歯車状部品又は惑星歯車状部品又は環状歯車状部品であるように構成される、請求
項４１に記載のトランスミッション部品。
【請求項５２】
　１以上の細長い形成部を有する第１トランスミッション部品と、
　１以上の実質的に細長い凹部を有する第２トランスミッション部品と、を備え、
　使用時に前記第１トランスミッション部品が前記第２トランスミッション部品を駆動す
ることができるように、前記第１トランスミッション部品の前記１以上の形成部が前記第
２トランスミッション部品の前記１以上の凹部に摩擦係合可能である、トランスミッショ
ン。
【請求項５３】
　前記第２トランスミッション部品の前記１以上の凹部が前記第１トランスミッション部
品の前記１以上の形成部の実質的なコンプリメンタリである、請求項５２に記載のトラン
スミッション。
【請求項５４】
　前記１以上の形成部及び前記１以上の凹部が、使用時に前記トランスミッションが自由
な遊びを実質的に有しない形状及び寸法である、請求項５２のトランスミッション。
【請求項５５】
　前記第２トランスミッション部品に対して前記第１トランスミッション部品の前記位置
を変化させるように構成された調整機構をさらに備える、請求項５２に記載のトランスミ
ッション。
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【請求項５６】
　前記調整機構が、前記第１トランスミッション部品の前記１以上の形成部によって前記
第２トランスミッション部品の前記１以上の凹部上に及ぼされる力を調整するように構成
される、請求項５５に記載のトランスミッション。
【請求項５７】
　前記調整機構が、傾斜した表面を備え、前記傾斜した表面が、前記第１トランスミッシ
ョン部品を横方向に移動させるために前記トランスミッション部品に対して摺動可能であ
る、請求項５５に記載のトランスミッション。
【請求項５８】
　前記トランスミッションが遊星トランスミッション及びひずみ波トランスミッションの
うちの一方である、請求項５２に記載の任意のトランスミッション。
【請求項５９】
　前記遊星トランスミッションが複合遊星トランスミッションである、請求項５８に記載
のトランスミッション。
【請求項６０】
　前記トランスミッションが減速トランスミッションである、請求項５２に記載のトラン
スミッション。
【請求項６１】
　サーボモータに組み合わせて動作可能である、請求項５２に記載のトランスミッション
。
【請求項６２】
　トランスミッションのトルク密度を改善する方法であって、
　１以上の細長い形成部を有する第１トランスミッション部品と、１以上の細長い凹部を
有する第２トランスミッション部品と、を提供するステップと、
　前記第１トランスミッション部品の前記１以上の形成部と、前記第２トランスミッショ
ン部品の前記１以上の凹部と、を摩擦係合させるステップと、
　前記トランスミッションのトルク密度を改善するために、前記トランスミッションの２
つの部品同士の間の摩擦係合の量を設定するステップと、を含む方法。
【請求項６３】
　前記トランスミッションの２つの部品同士の間の摩擦係合の量を調整するステップをさ
らに含む、請求項６２に記載の方法。
　
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本願は、「トランスミッション及びその部品」の発明の名称で２０１４年１月７日に出
願された米国仮特許出願第６１／９２４，３４６号の利益及び３５ＵＳＣ１１９条（ｅ）
及び１２０条に基づく優先権を主張し、その全体が参照によって本願明細書に組み入れら
れる。
【０００２】
　本開示は動力伝達装置に関する。より具体的には、本開示は、トルク密度を改善してバ
ックラッシュを回避する静止摩擦を生成するために必要とされるプリロード力を低減する
、静止摩擦ベースの機械式トランスミッション及びトランスミッション部品を提供する。
所定の静止摩擦力を生成するために必要とされるプリロード力を低減することによって、
既存の設計に対して１．１～１０倍、有効静止摩擦係数を改善する。この改善は、所定の
用途における許容範囲のスピン損失と、使用される材料及び潤滑剤の選択と、によっての
み実際には制限される。
【背景技術】
【０００３】
　通常は、第１速度で回転する入力シャフトからの回転運動を、第１とは異なる速度の出
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力シャフトに伝達するために、多くの設定で動力伝達装置が用いられている。例えば、高
回転のエンジン出力を、車両のホイールを回転させるのに適した低速に低下させるために
減速歯車装置が車両のトランスミッションに用いられている。別の例としては、出力をよ
り有用なものにするために電気サーボモータの回転出力が通常は減速される。
【０００４】
　従来技術の機械式トランスミッションは、通常は歯車から構成されており、歯車の噛み
合い配置によって一方の歯車が他方を駆動することを可能にする。異なる半径（及び従っ
て、異なる歯の数）を有する歯車を噛み合わせることによって、入力に対して回転速度は
増減し得る。
【０００５】
　バックラッシュ（「ラッシュ」又は「遊び」ともいわれる）は歯車の使用時の周知の課
題である。バックラッシュは、歯車の歯の空間の幅が、歯車のピッチ円で測定された係合
している歯の厚さを超える量である。バックラッシュは、歯車に依存するすべてのトラン
スミッションの課題であるが、例えばロボット工学の高精度の位置決め用途には特に好ま
しくない。例えば、ロボットアームに共通のサーボ機械式トランスミッションでは、サー
ボの回転方向が頻繁に反転することが要求される。サーボ機械式トランスミッションでの
バックラッシュは、ギア歯の間のクリアランスを吸収（take up）するために必要とされ
る時間を考慮すると、出力シャフトの反転時の時間遅延につながる。
【０００６】
　トランスミッションにおけるバックラッシュの課題に対する従来技術のアプローチは、
ひずみ波歯車装置、サイクロイドトランスミッション及びばねプリロードシステムに依存
してきた。これらの従来技術の解決策は、部分的には有効であるが、トランスミッション
にさらなる複雑さを生じさせ、いずれにしてもバックラッシュを完全に除去することはな
い。
【０００７】
　望ましくない一方で、潤滑のために空間を提供して部品の熱膨張を許容する製造誤差を
調整するためにバックラッシュが必要であることは機械工学の定説である。
【０００８】
　静止摩擦ベースのトランスミッションはバックラッシュには悩まされないが、これらの
システムでは、動作のために大きなプリロードが必要である。大きなプリロードを維持す
ることは、トランスミッションの効率を低下させ、かつ、係合表面を徐々に損傷させ得る
。さらに、静止摩擦ベースのトランスミッションは、トルクの伝達に必要な大きなプリロ
ードを支持するために必要な部品の質量及び強度によって、相対的に低いトルク密度を示
している。
【０００９】
　静止摩擦ベースのトランスミッションにおける次善の内部力の経路がトランスミッショ
ン全体の顕著な動力損失につながり得ることは、従来技術におけるさらなる課題である。
例えば、静止摩擦ベースのトランスミッションは通常、静止摩擦の形成に必要なプリロー
ド力を、寄生動力損失を形成する回転ベアリングを通じて伝達する。回転ベアリングを通
過しないより短い力の経路は、所定のトルク出力及びトルク比を支持し、寄生動力損失を
低減するために必要な部品の質量を減少させる。
【発明の概要】
【００１０】
　本開示の態様は、バックラッシュを実質的に有しておらず、及び／又は、トランスミッ
ション内の力の経路を改善又は最適化するための性能を提供する、高い出力トルク及び大
きなトルク比を可能にするトランスミッション及びトランスミッション部品を提供するこ
とによって従来技術の課題を克服又は軽減することである。さらなる態様は、従来技術の
トランスミッション部品及び従来技術のトランスミッションの代替例を提供することであ
る。
【００１１】
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　第１態様では、本開示は、（ｉ）実質的に細長く、かつ、部品の係合面に沿って延びる
１以上の形成部であって、第２トランスミッション部品の実質的に細長い凹部に摩擦係合
可能であるように構成された１以上の形成部、及び／又は、（ｉｉ）実質的に細長く、か
つ、部品の係合面に沿って延びる１以上の凹部であって、第２トランスミッション部品の
実質的に細長い形成部に摩擦係合可能であるように構成された１以上の凹部、を備えるト
ランスミッション部品を提供する。
【００１２】
　一実施形態では、部品が実質的に円形である場合、実質的に細長い形成部が、部品の周
りで実質的に周方向に延びる。例えば、部品は、円形であってもよく、ひずみ波トランス
ミッションの実施形態において変形した円であってもよく、又は、一実施形態において非
円形歯車であってもよい。一実施形態では、形成部は、断面輪郭において実質的に歯形状
であり、かつ、２つの傾斜表面を備えてもよい。一実施形態では、２つの隣接する形成部
の傾斜表面は、凹部を形成し、凹部は、第２トランスミッション部品の実質的に細長い形
成部に摩擦係合されるように構成される。
【００１３】
　一実施形態では、形成部は実質的にくさび形状であってもよい。一実施形態では、トラ
ンスミッション部品は複数の形成部及び／又は凹部を備える。一実施形態では、トランス
ミッション部品の形成部は、実質的にジグザグの断面輪郭を形成し得る。
【００１４】
　一実施形態では、トランスミッション部品は、回転自在に装着可能であるように構成さ
れ、かつ、トランスミッション、特に、遊星トランスミッション又はひずみ波トランスミ
ッションの歯車状部品であるように構成されてもよい。遊星トランスミッションは複合遊
星トランスミッションであってもよく、部品は、太陽歯車状部品又は惑星歯車状部品又は
環状歯車状部品であるように構成される。
【００１５】
　本開示の第２態様では、本明細書で説明する第１トランスミッション部品と、１以上の
実質的に細長い凹部を有する第２トランスミッション部品と、を備えるトランスミッショ
ンが提供され、第１トランスミッション部品の形成部は第２トランスミッション部品の凹
部に摩擦係合可能であり、その結果、使用時に第１トランスミッション部品が第２トラン
スミッション部品を駆動することが可能である。
【００１６】
　一実施形態では、第２トランスミッション部品の凹部は、実質的に、第１トランスミッ
ション部品の形成部の共役体（conjugate）又は反転体（inverse）である。凹部は、第１
トランスミッション部品の形成部へのコンプリメンタリ（complimentary）であってもよ
い。
【００１７】
　一実施形態では、形成部及び凹部は、使用時にトランスミッションが実質的に自由な遊
びを有しないような形状及び寸法にされる。特に、形成部及び凹部の表面が形成部及び凹
部の境界面でクーロン摩擦を受けるので、トランスミッションは測定不能のバックラッシ
ュを有する。結果として、トランスミッションは、自由な遊び又はバックラッシュをほと
んど有しない。
【００１８】
　一実施形態では、トランスミッションは、第２トランスミッション部品に対する第１ト
ランスミッション部品の位置を変化させるように構成された調整機構を備える。調整機構
は、第１トランスミッション部品の形成部によって第２トランスミッション部品の凹部に
及ぼされる力を調整するように構成されてもよい。力は、トランスミッションによって伝
達されるトルクに比例して調整されてトランスミッション内の損失を最適化し、又は、あ
る外部機構によって変化させられてもよい。
【００１９】
　一実施形態では、調整機構は、傾斜した表面を備え、トランスミッション部品を横方向
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に変位させるためにトランスミッション部品に対して摺動可能である。
【００２０】
　一実施形態では、トランスミッションは、遊星トランスミッション又はひずみ波トラン
スミッションであり、かつ、複合遊星トランスミッションであってもよい。
【００２１】
　一実施形態では、トランスミッションは速度乗算型トランスミッションである。
【００２２】
　一実施形態では、トランスミッションは減速トランスミッションである。
【００２３】
　一実施形態では、トランスミッションはサーボモータと組み合わせて動作可能である。
【００２４】
　第３態様では、本開示は、トランスミッションのトルク密度を改善する方法を提供し、
当該方法は、トランスミッションを通じたトルクフローに包含された２つの部品同士の間
の摩擦係合の量を設定又は調整するステップを含む。
【００２５】
　一実施形態では、２つの部品は、本明細書で説明するような任意の２つのトランスミッ
ション部品である。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】図１Ａは、摩擦係合して単一のトランスミッションを形成する２つのトランスミ
ッション部品を示しており、２つの係合した部品の斜視図である。図１Ｂは、摩擦係合し
て単一のトランスミッションを形成する２つのトランスミッション部品を示しており、部
品の交互の形成部及び凹部をより明確に示す（平面Ｂ－Ｂに沿った）断面図である。
【図２】図２Ａは、図１の単一のトランスミッションの側面図である。図２Ｂは、２つの
部品同士の間の相互作用のエリアを示すためのトランスミッションの断面図である。
【図３】図３Ａ－Ｄは、係合表面上の湾曲が誇張された形成部及び凹部の輪郭のいくつか
の代替例を示す断面図である。
【図４】図４Ａは、内部係合面上に形成部及び凹部を有するリング歯車と、コンプリメン
タリ形成部及び凹部を有するとともにリング歯車に摩擦係合するピニオン歯車と、の斜視
図である。図４Ｂは、図４Ｃに規定される平面Ｃ－Ｃに沿った図４Ａの配置の断面図であ
る。図４Ｃは、図４Ａの配置の別の図である。
【図５】図５Ａは、一定の比率差動遊星構成を有するトランスミッションの斜視図を示す
。図５Ｂは、図５Ｃに規定される平面Ｄ－Ｄに沿った図５Ａのトランスミッションの断面
図である。図５Ｃは、図５Ａの配置の別の図である。
【図６】図６Ａ－Ｃは、（ｉ）摩擦係合された部品同士の間のプリロードを変化させるた
めの調整機構が追加された状態、及び、（ｉｉ）より大きい及びより小さい環状歯車の位
置が反転した状態の図５のトランスミッションの斜視図である。
【図７】図６に示すトランスミッションのプリロード調整機構のより高レベルの詳細の断
面図である。
【図８】図５及び図６のトランスミッションの位相幾何学的レイアウトを示す。
【図９】図９Ａは、ひずみ波トランスミッションの斜視図である。図９Ｂは、図９Ｃに規
定される平面Ｈ－Ｈに沿った図９Ａのトランスミッションの断面図である。図９Ｃは、図
９Ａのトランスミッションの正面図である。図９Ｄは、図９Ａのトランスミッションのさ
らなる詳細を示す図である。
【図１０】図１０Ａは、２つのトランスミッション部品の摩擦係合された形成部及び凹部
を示す断面図である。図１０Ｂは、図１０Ａの円で囲まれたエリアのベクトル力図である
。
【図１１】形成部及び凹部を有するラックアンドピニオントランスミッションである。
【図１２】図１２Ａ及びＢは、形成部及び凹部を有するベベルトランスミッションの斜視
図及び平面図である。
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【図１３】図１３Ａ及びＢは、形成部及び凹部を有するクラウンアンドピニオントランス
ミッションの斜視図及び平面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２７】
　この説明を考慮した上で、様々な代替的な実施形態及び代替的な用途において本発明が
どのように実施されるかは当業者には明らかである。しかしながら、本明細書では本開示
の様々な実施形態を説明するが、これらの実施形態は、限定するものではなく単に例とし
て提示されるということが理解される。このようにして、様々な代替的な実施形態のこの
説明が本開示の範囲又は幅を制限するものとして解釈されるべきではない。さらに、利点
又は他の態様の記述は、特定の例示的な実施形態に適用され、及び、特許請求の範囲で包
含されるすべての実施形態に必ずしも適用されない。
【００２８】
　本明細書の説明及び特許請求の範囲を通じて、単語「備える（comprise）」と、「備え
る（comprising）」及び「備える（comprises）」などの単語の変形は、他の付加物、部
品、整数又はステップを除外することを意図するものではない。
【００２９】
　本明細書全体を通じて、「一実施形態（one embodiment）」又は「実施形態(an embodi
ment)」への参照は、実施形態に関連して説明される特定の特徴、構造又は特性が、本開
示の少なくとも１つの実施形態に含まれるということを意味する。従って、本明細書全体
の様々な箇所において、語句「一実施形態において（in one embodiment）」又は「実施
形態において(in an embodiment)」の態様は全て、必ずしも同一の実施形態を参照するも
のでなくてもよい。
【００３０】
　トランスミッション部品を説明するために用いる用語「第１」、「第２」及び他の順序
を示す用語は、部品の別個の性質を示すためのみに用いられる。その意図であることが別
に明確に記述されない限り、用語は、重要性、サイズ、タイミング又は任意の他の考察を
示すものと解釈されるべきではない。
【００３１】
　従って第１態様では、必ずしも最も広い態様である必要はないが、本開示はトランスミ
ッション部品を提供し、当該トランスミッション部品は、（ｉ）実質的に細長く、かつ、
部品の係合面に沿って延びる１以上の形成部であって、第２トランスミッション部品の実
質的に細長い凹部に摩擦係合可能であるように構成された１以上の形成部、及び／又は、
（ｉｉ）１以上の凹部であって、実質的に細長く、かつ、部品の係合面に沿って延びる１
以上の凹部であって、第２トランスミッション部品の実質的に細長い形成部に摩擦係合可
能であるように構成された１以上の凹部、を備える。
【００３２】
　本開示は従来技術のトランスミッションの歯車とは著しく異なり、それによって歯の噛
み合い配置が一方の歯車から他方への回転運動の伝達に影響する。本開示では、第１部品
の係合表面上の細長い形成部はトランスミッション内の第２部品の係合表面上の凹部に摩
擦係合し、その結果、回転運動が第１部品から第２部品に伝達される。
【００３３】
　歯を噛み合わせる必要性をなくすと、トランスミッション内で本部品を使用することに
よってバックラッシュが完全に省略されることが理解される。回転運動は部品同士の間で
即座に伝達され、いかなる遅延時間も存在しない。これは、特に、バックラッシュが、ロ
ボットアームが例えば方向を反転させることができる速度に劇的に影響を与え得るサーボ
機構の用途において明らかな利点である。さらに、高精度の位置決め用途において、３次
元空間上の一部の位置を決定することを試みる時にバックラッシュを計算に入れる必要は
ない。
【００３４】
　本明細書で用いるように、用語「形成部（formation）」は、第２トランスミッション
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部品内の凹部に摩擦係合することができる任意の構造を意味することを意図する。
【００３５】
　部品が円形である場合、係合面は外周面である。その場合、形成部は、部品を取り囲み
、かつ、半径方向外側に延在して、隣接する部品の凹部への接触を容易にする。部品が、
回転自在に装着可能である場合、形成部の長手方向軸は、通常、部品の回転軸に垂直であ
る。部品は、形成部が、部品を取り囲み、かつ、半径方向外側に延在して、隣接する部品
の凹部への接触を容易にするひずみ波の実施形態（変形した円）、又は、非円形歯車の実
施形態において実質的に円形であってもよい。
【００３６】
　本開示の部品が、通常は円形であり、かつ、回転自在に装着可能である（及び、従って
、歯車状部品として考慮され得る）一方で、他の配置が検討されることが理解される。例
えば、本開示の部品は、形成部がラックの長手方向軸に沿って延びるラック状部品であっ
てもよい。このようなラック状部品は、コンプリメンタリ凹部を有する歯車状部品に摩擦
係合するように構成されてもよく、その結果、歯車状部品の回転がラック状部品の長手方
向の変位を引き起こす。
【００３７】
　本部品の形成部は、通常、本部品の長さに沿って均一な断面輪郭を有しており、かつ、
必要とされる摩擦係合機能に適した任意の輪郭を有してもよい。断面輪郭は、例えば、指
形状、歯形状、アーチ形状、くさび形状、三角形、矩形、台形又は半円形であってもよい
。
【００３８】
　好適には、形成部は、頂点を形成し得る２つの傾斜表面を備える。２つの表面（実質的
に平面である場合）は、少なくとも約５、１０、１５、２０、２５、３０、３５、４０、
４５、５０、５５、６０、６５、７０、７５、８０又は８５度を含む、互いに対して任意
の角度で配置されてもよい。
【００３９】
　２つの傾斜表面８２及び８４を有する形成部８０を示す図１０Ａを参照すると、形成部
８０は、隣接する部品８８の凹部８６に係合させられる。図１０Ｂのベクトル図から分か
ることは、２つの傾斜表面８２及び８４によって形成される角度が、面に垂直な力（静止
摩擦を与えることが望ましい）の、プリロード力（トランスミッションシステム全体を必
ず通過するので通常は望ましくない）に対する割合を決定することであり、当該割合は、
結果として生じる局所的な反応力を提供する。
【００４０】
　回転軸から９０度に近づく（しかしながら、９０度に到達しない）接触角を有すること
が好ましい。実際には、非常に鋭い谷部及び頂部を形成するための製造制限がこれを防止
し、及び従って、軸から４５度～８５度の面角が通常は用いられる。
【００４１】
　一実施形態では、形成部は実質的にくさび形状である。くさび形状は、摩擦係合の量が
、形成部が第２部品の凹部内に挿入される程度によって変更可能であるという利点を提供
する。凹部内へのより完全な形成部の配置は、結果として、凹部表面に加えられるより大
きい力を生じさせ（及び、逆もまた同様である）、それによって、部品同士の間での摩擦
係合を向上させる。従来技術の歯車は、固定された方法で回転運動を伝達し、第１歯車の
歯は、歯車が噛み合うのを止めるまで第２歯車の噛み合った歯を単に変位させる。
【００４２】
　くさび形状形成部は、ログスプリッタのものと同様の方法で、増力器として作用する。
コンプリメンタリ凹部内にくさび形状の形成部をより完全に押し込むことによって、くさ
びのより幅広の部分が、凹部の壁に対して付勢されて、凹部の壁に対する横方向の力ベク
トルを増大させ、それによって２つの部品同士の間の摩擦係合を向上させる。くさび（及
び、特に、くさびの勾配）の形状を変更することで、くさびが挿入される距離と確立され
るべき摩擦係合の向上との間の必要な関係を可能にする。本明細書の利益が提供されると
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、当業者は、所定の用途に適したくさびの勾配に到達することができる。
【００４３】
　本部品同士の間の摩擦係合の量を変化させる性能は、従来技術の顕著な利点であり、か
つ、一方の部品から他方に伝達される力の量が連続体にわたって変化することを可能にす
る。従って、より高いレベルのトルクフローが２つの部品を通じて必要である場合、２つ
の部品は、形成部が凹部内により深く延在して、それによって摩擦係合を向上させること
を確実にするために、密接に合わさったまま維持される。代替的に、より低いトルクフロ
ーが必要とされる場合、２つの部品はいくらか離され、それによって摩擦係合が低下する
。このことは、スピン損失及びヘルツの接触応力のヒステリシスなどの寄生損失に対する
最大トルク容量の釣り合わせを可能にする。
【００４４】
　ある実施形態の別の利点は、歯車状部品を備えるトランスミッションのスピン損失の減
少である。スピン損失は、２つの係合表面同士の間の接触エリア内の半径の差によって起
こる摩擦損失に与えられた用語である。スピン損失は、接触エリア内の最外部の接触点と
最内部の接触点との間の半径の差の関数である。本開示は、比較的小さい形成部のサイズ
の複数の例を用いることによって平均接触半径の差を縮小し、従って、接触の延長された
線の利点を維持しながら、スピン損失を最小化する。
【００４５】
　本歯車状部品のさらなる利点は、トルクを伝達するだけでなく、トランスミッション内
の外部ベアリングによって通常支持される半径方向の力を支持する性能である。これは、
ロボットアームジョイントなどの容積又は質量に制約のある配置において特定の利点を提
供する。特に、噛み合い面の外周に垂直な力（本明細書においてプリロード力という）は
、トルクを伝達するのに十分なプリロードを提供しながら、外部荷重を支持することがで
きる。例えば、図５、図６及び図９Ａ～図９Ｄに示すひずみ波又は遊星の実施形態では、
惑星状部品が、太陽状部品と環状部品との間の半径方向かつ小さな軸荷重を支持すること
ができる。ひずみ波の実施形態では、さらなる軸力が、ある実施形態におけるひずみ波部
品と環状部品との間で支持され得る。複合遊星の実施形態では、上述の力に加えて、様々
な力が２つの環状部品同士の間で支持され得る。このトランスミッションを用いた電気駆
動の用途のために、モータは（機構のほぼ中心にある限り）、ロータが太陽アセンブリに
一体化され得ると同時に、モータ自体のベアリングを必要としなくてもよい。
【００４６】
　本部品は、２つの部品同士の間の摩擦係合のレベルを変更することを可能にするように
構成されてもよい。例えば、部品が回転自在に装着可能である場合、部品／装着の組み合
わせは、隣接する部品への係合の量を増減させるために横方向に変位可能であってもよい
。
【００４７】
　ある実施形態では、部品は、摩擦係合において変更を容易にするための関連のハードウ
ェアを有していない。例えば部品が２つの他の部品同士の間に装着される場合、（例えば
、遊星配置において、惑星状部品が、太陽歯車状部品及び環状歯車状部品の間に装着され
る場合）、惑星歯車状部品は環状歯車状部品及び太陽歯車状部品の間でしっかりと圧迫さ
れてもよい。中空部品（遊星トランスミッションの惑星部品など）は、部品同士の間にプ
リロード力を均等に加えるばねとして利用されてもよい。このような実施形態では、中空
部品は、弾性変形可能で、及び従って、直径差をわずかに偏向させるように構成されても
よい。歯車状部品（太陽、惑星又は環状）のいずれかの直径は、歯車状部品同士の間の摩
擦係合のレベルを増減させるように構成されてもよい。中空部品は、例えば遊星配置にお
いて、別の干渉設計の組み立てを可能にする。中空部品は、形成部の噛み合わせの頂部を
明確にするために十分に一時的に変形可能であり、その後、解放されて機構に必要なプリ
ロード力を提供することができる。
【００４８】
　各部品は１つの形成部を有してもよい。前述から明らかなように、部品は、複数の形成
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部／凹部の相互作用を介して係合することができる。従って、このような実施形態におい
て各部品は、少なくとも２、３、４、５、６、７、８、９、１０、１１、１２、１３、１
４、１５、１６、１７、１８、１９又は複数の形成部を有し、及び、形成部は、通常、凹
部の数に実質的に同等である。例えば、第１部品は、１０の形成部と１０の凹部とを有し
てもよく、及び、第２部品は、１０の形成部（各々が、第１部品の凹部に係合可能である
）と、１０の凹部（各々が、第１部品の形成部に係合可能である）と、を有する。各部品
はまた、最大１００の形成部及び１００の凹部を有してもよい。
【００４９】
　任意の所定の形成部について、本明細書の利益が提供されることで、当業者は、その形
成部に摩擦係合可能である凹部に到達することが可能になる。例えば、形成部がくさび形
状である場合、凹部はＶ字形状であってもよい。凹部が形成部の実質的な共役体又は反転
体であることは必須ではない（及び、場合によっては望ましくない）。例えば、形成部よ
り深くてもよい凹部は高く、又は、形成部より狭くてもよい凹部は広く、その結果、（部
品の使用可能な剛性を想定すると）形成部は凹部内に完全に設置されることができない。
【００５０】
　部品の一実施形態では、形成部がくさび形状である場合、２つの隣接する形成部の傾斜
表面が凹部を形成し、凹部は、第２トランスミッション部品の実質的に細長い形成部に摩
擦係合可能であるように構成される。従って、形成部の表面は形成部及び凹部の両方を規
定するように構成され、それによって、第１部品が第２部品の凹部に係合すること、かつ
、第２部品の形成部が第１部品の凹部に係合することを可能する。
【００５１】
　形成部の２つの傾斜表面が、くさびを形成するように合流する場所である頂点は、尖っ
ていなくてもよく、かつ、丸みを帯びていても、又は、四角であってもよい。同様に、凹
部が、隣接する形成部の２つの傾斜表面の合流によって形成される場合、底部は、丸みを
帯びていてもよく、又は、四角であってもよい。
【００５２】
　一実施形態では、形成部は、実質的にジグザグの断面輪郭を形成し、傾斜表面は、交互
の形成部及び凹部を連続して形成する。この実施形態は、部品の事実上すべての外周表面
が、摩擦係合に加わることを可能にし、それによって部品のサイズに応じて動力伝達を最
適化する。
【００５３】
　係合面が、形成部及び／又は凹部の提供に完全に当てられてもよい（上述のジグザグ配
置においてなど）一方で、ある実施形態では、形成部及び凹部の間に摩擦係合に関係しな
い領域が配置される。
【００５４】
　好都合なことに、ジグザグ形状の摩擦係合表面を使用すると、２つの歯車状部品同士の
間の接触の延長された線をもたらし、接触の延長された線は、所定の垂直力と組み合わせ
られた時、伝達可能な可能性のあるせん断力、及び従って、所定の「歯車」半径及び幅に
よって伝達可能なトルクを決定する。
【００５５】
　ある実施形態では、形成部は、実質的に連続的であり、かつ、部品が円形である場合、
部品の外周の周囲に途切れなく延在してもよい。
【００５６】
　部品は、標準的な歯車の代用とみなされてもよく、及び従って、部品は、トランスミッ
ションの歯車状部品であるように構成される。部品は、通常は回転自在に装着可能である
が、固定されてもよい（例えば、形成部及び凹部が、遊星トランスミッションの環状歯車
の内周面上に提供される場合）。部品はまた、遊星トランスミッション（又は、複合遊星
トランスミッションでもよい）内で動作可能であるように構成されてもよく、かつ、太陽
歯車状部品、惑星歯車状部品又は環状歯車状部品として構成されてもよい。
【００５７】
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　本部品は、本明細書の利益を有する当業者によって適切であるとみなされる材料から製
造されてもよい。当然のことながら、材料は、凹部上の形成部によって及ぼされる力の量
を計算に入れて部品同士の間の回転運動の伝達を引き起こすのに十分な摩擦特性を有して
いなくてはならない。従って、部品が低い摩擦特性を有する場合、形成部による凹部上へ
の力の量は、高い摩擦特性を有する部品に比較した場合により高くなる。さらに考察され
るのは、材料が、形成部／凹部の相互作用に関係する大きな力に耐えるために最低限の剛
性を必要とするということである。十分な剛体でない材料は変形し、それによって部品同
士の間の必要な摩擦係合の発生を不可能にする。材料は、繰り返し応力及び疲労へのある
程度の耐性を有することもまた望ましい。ＡＩＳＩ／ＳＡＥ５２１００及び４４０Ｃステ
ンレス鋼などの一般的な軸受鋼がこの特性を有している。
【００５８】
　本歯車状部品は、従来技術の歯車と実質的に同一の材料から製造されてもよい。しかし
ながら、歯車システムに固有の衝撃応力の欠如のために、本部品は、窒化シリコン及び窒
化ジルコニウムなどのセラミックから製造されてもよい。
【００５９】
　本歯車状部品の利点は、ホブ切りされ、削られ又は圧延される従来技術の歯車とは対照
的に、周方向の形成部及び凹部が、旋盤で回転させられ又はロール圧延されることが可能
であるということである。従って、本部品は、従来技術の歯車よりも、コスト効率よく、
かつ、より短時間で製造され得る。
【００６０】
　形成部及び凹部は、マクロスケールであってもよく、従って、形成部及び凹部は、従来
の工具で確実に製造されることが可能である。マクロスケールでは、形成部及び凹部は、
少なくとも約０．１ｍｍ、０．２ｍｍ、０．３ｍｍ、０．４ｍｍ、０．５ｍｍ、０．６ｍ
ｍ、０．７ｍｍ、０．８ｍｍ、０．９ｍｍ、１ｍｍ、２ｍｍ、３ｍｍ、４ｍｍ、５ｍｍ、
６ｍｍ、７ｍｍ、８ｍｍ、９ｍｍ、１０ｍｍ又はそれ以上の高さ又は深さを有してもよい
。マクロスケールでは、本部品は、当業者に周知のＣＮＣ又は手動の機械加工技術によっ
て、鋳造され、焼結され、ロール圧延され、研磨され、鍛造され又は生成されてもよい。
形成部及び凹部が、その下限がマクロスケール又はマイクロスケール（すなわち、約１０
０ｎｍまで）の寸法である場合、化学エッチング、ロール圧延、レーザエッチング及び放
電加工（ＥＤＭ）技術を利用することができるということがさらに検討される。
【００６１】
　形成部及び凹部のナノスケールでの実施は、潤滑剤なしで動作するように設計された非
常に小さい転動体、又は、非常に高精度の配置に実用的であり得る。ナノスケールでは、
可能性のある製造技術は、集束イオンビーム加工、ナノインプリントリソグラフィ、光学
リソグラフィ、Ｘ線リソグラフィと、ディップペンナノリソグラフィ、電子ビームリソグ
ラフィ、原子層堆積、分子蒸着及び分子自己組織化技術を含む。
【００６２】
　単純な物からより複雑な物まで広範な範囲のトランスミッションタイプで本トランスミ
ッション部品が用いられてもよいということが理解される。本明細書の利益が与えられた
当業者には、本部品の適性と、任意の既存のトランスミッションタイプの従来技術の歯付
き部品への置換と、を評価することが可能である。
【００６３】
　第２態様では、本開示は、本明細書で説明する第１トランスミッション部品と、１以上
の実質的に細長い凹部を有する本明細書で説明する第２トランスミッション部品と、を備
えるトランスミッションを提供し、第１トランスミッション部品の形成部は第２トランス
ミッション部品の凹部に摩擦係合可能であり、その結果、使用時に第１トランスミッショ
ン部品は第２トランスミッション部品を駆動することができる。
【００６４】
　トランスミッション部品に関して列挙された特徴のいずれかは、本トランスミッション
の部品として選択可能であることを意図するものである。これらの特徴は、単に簡潔さ及
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び明確さを目的として、及び、主とした発明の概念を不明瞭にしないことを目的として、
参照することによって本明細書に組み入れられる。
【００６５】
　本明細書で用いるように、用語「トランスミッション」は、入力から出力に回転運動を
伝達するために必要な最小限の部品を単に意味するものと広く解釈されることを意図する
ものである。本開示のトランスミッションは以下の部品の任意の１以上のいずれかを有し
てもよいが、これらの部品は本開示の本質的な特徴ではなく、当該特徴は、クラッチ、ハ
ウジング又はケーシング、マウンティング、入力シャフト、出力シャフト、トルクコンバ
ータ、潤滑剤、バルブ、ソレノイド、フライホイール、タービン又はガバナである。
【００６６】
　任意のトランスミッションは、少なくとも２つの本部品を有していなくてはならず、本
部品は、少なくとも１つの形成部（及び、任意選択的に少なくとも１つの凹部）を備える
第１部品と、少なくとも１つの凹部（及び、任意選択的に少なくとも１つの形成部）を備
える第２部品と、を有する。
【００６７】
　ある実施形態において十分な摩擦係合を確実にするため、凹部は、形成部の共役体又は
反転体、若しくは、形成部に係合することが意図されるコンプリメンタリであってもよい
。例えば、形成部がくさび形状である場合、凹部は、係合を容易にするためにくさびの壁
と同一又は類似の角度で配置される壁を有してもよい。
【００６８】
　しかしながら、鏡像ではない関係を有する形成部及び輪郭はそれでもやはり有用である
ということが理解される。図３は、様々な輪郭の組み合わせが様々な用途で有用であり得
るということを示す。例えば、凸状の輪郭を有する形成部は、直線の輪郭（図３Ａ参照。
配置をより明確に示すために誇張された湾曲）を有する凹部に摩擦係合してもよい。この
ことは、形成部の先端が凹部の壁に摩擦係合することができない場合に接触表面積を制限
し、かつ、トランスミッションが相対的に軽負荷である時に有用であり、従って、効率を
改善する。トランスミッションが搭載される時、鋼がわずかに変形させられるにつれて接
触エリアは拡張する。
【００６９】
　好ましくは、形成部及び凹部は、使用時に部品同士の間に実質的に自由な遊びがない形
状及び寸法にされる。
【００７０】
　一実施形態では、トランスミッションは遊星トランスミッションである。特に、動力が
装置を流れ得る複数の歯車部品、及び、歯車状部品の可変の摩擦係合を用いて力の経路を
改善又は最適化する性能を考慮すると、歯車状部品の摩擦係合を用いることは遊星トラン
スミッションにおける利点である。
【００７１】
　特定のタイプの遊星トランスミッションは、異なる直径の２つの環状歯車を備える。大
径環状部又は小径環状部が高トルク出力のために用いられる一方、他方がリアクショント
ルクを提供してもよい。
【００７２】
　一実施形態では、トランスミッションは、第２トランスミッション部品に対して第１ト
ランスミッションの位置を変更するように構成された調整機構を備える。これは、上述し
たように、プリロードの設定、及び従って、２つの部品同士の間の摩擦係合の量の変更を
可能にする。
【００７３】
　本明細書の利益を考慮すると、当業者は、用いられ得る調整機構の範囲を考案すること
が可能になる。例えば、１つの部品の装着は、部品が回転自在に取り付けられたままの状
態でトラックに沿って進むことを可能にするトラック上に配置される。装着は、トラック
に沿った望ましい位置にロックされてもよく（可逆的に、半永久的に、又は、永久的に）
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、所定の用途に有益な摩擦係合の一定のレベルを提供する。
【００７４】
　一実施形態では、調整機構は、システム内のトルクに基づいてプリロードを動的に加え
るように構成される。このような機構は熟練の当業者にとって公知である。動的なプリロ
ード機構は、トランスミッションの主要な機能が、例えば、自動車のトランスミッション
又は風力タービントランスミッションに必要とされるように変化する荷重を有する効果的
に動力を伝達するより大きなシステムにおいて有用であることが予想される。
【００７５】
　重要でないとは言え、寿命及び／又はトルクを改善するために、本トランスミッション
は、静止摩擦流体で潤滑されてもよく、当該静止摩擦流体は、接触点で加圧される時に高
いせん断抵抗を提供して、潤滑剤の薄膜がトルクを伝達することを可能にする。流体はま
た、他のトランスミッション部品に潤滑剤を提供してもよい。液体の潤滑剤が用いられる
場合、しぶき、霧又は加圧送達システムが実施されてもよい。
【００７６】
　非液体（グリース状）の潤滑剤も使用可能であり、それによって送達システムの必要性
を打ち消す。部品を製造するための、エンジニアリングセラミックス又は金属被膜などの
先進材料又は表面処理の使用によって、本トランスミッションがいかなる潤滑剤もなしで
効果的に動作することを可能にする。
【００７７】
　潤滑剤がトランスミッションに用いられ得る上記実施形態に加えて、トランスミッショ
ン及びその部品は、従前の液体潤滑剤なしで動作可能であってもよく、典型的な歯車と比
較して大いに低減された表面摺動によって磨滅から表面を保護する。従って、トランスミ
ッション及びその部品は、クロム鋼又はステンレス鋼基材上に金のような被膜を用いても
よく、当該被膜は、未処理の表面と比較して、最大１３０倍摺動摩擦による表面損傷を軽
減するように示されている（例えば、参照によって本明細書に組み入れられるhttp://www
.dtic.mil/dtic/tr/fulltext/u2/653974.pdfに示されるように）。代替的に、トランスミ
ッション及びその部品は、圧力下においてある程度のせん断強度を維持するという特別目
的の潤滑剤を用いてもよい。このような静止摩擦流体の一例は、http://www.idemitsu.co
m/products/lubricants/tdf/でさらに詳細に説明され、かつ、参照によって本明細書に組
み入れられる出光のＴＤＦ（静止摩擦ドライブ流体）である。
【００７８】
　本明細書の利益を考慮すると、当業者は、本開示に従ってトランスミッションシステム
を設計することが可能である。好都合なことに、歯の欠損の場合、ピッチ円直径が整数倍
（歯車に関する）になるための通例の必要条件によって任意の設計が制約されることはな
い。従って、多くのより可能性のある比率が生成され得る。
【００７９】
　歯車装置の比率を算出するために、歯車状部品の有効半径は、回転軸と中間（平均）接
触点との間の最短距離とされる。左右対称の形成部に関して、有効半径は、最外部の接触
半径と最内部の接触半径との間の中間点になる。２つの半径に基づいて正確な歯車比を算
出することは、荷重下において小さなズレの可能性を考慮すると、不可能であり得るとい
うことが理解される。
【００８０】
　静止摩擦ベースの設計が、必ずしも、これらの半径に基づいた正確な歯車比を提供しな
いということに注目する価値はある。違いは荷重下でのズレに起因する。最大２パーセン
トのズレを予測することが一般的である。
【００８１】
　別の態様では、本開示は、トランスミッションのトルク密度を改善する方法を提供し、
当該方法は、トランスミッションの２つの部品同士の間の摩擦係合の量を設定する又は調
整するステップを含む。
【００８２】
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　理解されるように、２つの部品同士の間の摩擦係合の量は、理論的及び／又は経験的基
礎の上で考案されて、製造段階で設定されてもよい。例えば、２つの歯車状部品の回転軸
は、それらの間で一定の既定の距離で設定されてもよく、当該２つの間の摩擦係合の既定
のレベルを提供する。代替的に、回転軸同士の間の距離は調整機構によって可変であって
もよい。調整は、トランスミッショントルク経路を改善することを目的として部品同士の
間の摩擦係合の好ましいレベルを決定する経験的な手段を可能にし、及び、最終的には、
改善された出力パラメータ（トルク又はｒｐｍなど）、又は、トランスミッション全体の
パラメータ（動力損失又は効率など）をもたらす。
【００８３】
　本方法についてのトランスミッション及びその部品は、上で列挙した特徴のいずれかを
有してもよい。これらの特徴は、単に簡潔さ及び明快さ、並びに、主な発明概念を不明瞭
にしないことを目的として、参照によって本明細書に組み入れられる。
【００８４】
　本開示は、添付の図面のいずれかを参照することによって本明細書で説明されるトラン
スミッション部品をさらに提供する。
【００８５】
　本開示はまた、添付の図面のいずれかを参照することによって本明細書で説明されるト
ランスミッションをさらに提供する。
【００８６】
　本開示が、主に遊星及びひずみ波トランスミッションを参照することによって説明され
ると同時に、本明細書で説明される歯車状部品は、他のタイプのトランスミッションで有
用であるということが理解される。本明細書の利益を考慮すると、当業者は、任意のトラ
ンスミッションの任意の歯車噛み合いを本開示の部品にほぼ置換することができる。
【００８７】
　例えば、ひずみ波トランスミッションは、サーキュラースプライン及びフレックススプ
ラインの歯を、摩擦係合する形成部及び凹部に置換することによって適応されてもよい。
このような実施形態では、係合表面上の点は、収縮して、別の係合表面に接触し、かつ、
別の係合表面に接触しない。ひずみ波トランスミッションは、１、２、３、４、５、６、
７、８、９、１０又はそれ以上の惑星ローラを有してもよい。惑星ローラは、図９Ａ～図
９Ｄに示すように太陽ローラによって駆動される場合、トランスミッションの全体比率は
、２：１～９：１の間のさらなる比率の乗数で変更され得る。これは、ひずみ波設計が、
小型のフォームファクタにおける非常に高いトルク比又は乗数の比率を達成することを可
能にする。実際のトランスミッション比は、９：１～２０００：１以上の間で達成され得
る。ひずみ波の実施形態はさらに、波発生器として当技術分野で公知である非円形転動体
ベアリングによって駆動され得る。上述の波発生器ベアリングの内輪は、楕円形、偏心形
、オブラウンド（obround）形、トロコイド形、サイクロイド形、又は、環状部周りで間
隔を空けて配置された１、２、３、４、５、６、７、９、１０又はそれ以上の点で環状部
の形成部に対してフレックススプライン状部品の形成部を押し付けるような別の同様の形
状であり得る。波発生器ベアリングの外輪は、一般的に、環状部周りで係合点を駆動する
ためのフレックススプライン状部品内に収まる別個の半径方向にフレキシブルな部品であ
る。
【００８８】
　本開示はまた、傾斜した歯車、クラウンアンドピニオン状システム、ラックアンドピニ
オン状システム、又は、偏心システムに順応し得る。
【００８９】
　本明細書における本発明の例示的な実施形態の説明では、本発明の様々な特徴が、本開
示の合理化、及び、様々な発明の態様の１以上の理解を助けることを目的として、単一の
実施形態、図面又はその説明とともに場合によってはグループ化されるということが理解
されるはずである。本開示のこの方法は、しかしながら、特許請求された発明が、各請求
項で明示的に列挙されるよりも多くの特徴を必要とするという意図を反映するものと解釈
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されるべきではない。むしろ、以下の特許請求の範囲が反映するように、発明の態様は、
単一の前述の開示された実施形態のすべての特徴よりも少ない。従って、詳細な説明に続
く特許請求の範囲は、この詳細な説明に明示的に組み入れられ、各請求項は、本発明の別
個の実施形態として成立する。
【００９０】
　さらに、当業者には理解されるように、本明細書で説明するある実施形態が、他の実施
形態に含まれる他の特徴ではない、ある特徴を含む一方で、異なる実施形態の特徴の組み
合わせが、本発明の範囲内であること及び異なる実施形態を形成することを意味している
。例えば、以下の特許請求の範囲では、特許請求された実施形態のいずれかが任意の組み
合わせで用いられ得る。
【００９１】
　本明細書で提供される説明では、多数の具体的な詳細が説明される。しかしながら、本
発明の実施形態は、これらの具体的な詳細なしで実施されてもよいことが理解される。他
の例では、本明細書の理解を不明瞭にしないため周知の方法、構造及び技術を詳細に示さ
なかった。
【００９２】
　従って、本開示の様々な実施形態であるとみなされるものを説明した一方で、当業者は
、他のさらなる修正が、本開示の精神を逸脱しない限りにおいて本明細書でなされてもよ
いこと、及び、本開示の範囲内にあるものとしてすべてのこのような変更及び修正を特許
請求する意図のものであるということを理解するであろう。そして、本開示は、下記の非
限定的な例示の実施形態を参照することによってより十分に説明される。
【００９３】
　図１Ａを参照すると、図１Ａは、各部品１２、１４において、くさび形状形成部２４及
び凹部２６を交互にすることで相互に摩擦係合される２つのトランスミッション部品１２
及び１４を備える単一のトランスミッション１０を示している。
【００９４】
　この例では、部品１２及び１４は、等しい半径を有しており、及び従って、機械的な利
点は得られない。しかしながら、トランスミッションは、機械的な利点が得られるように
異なる半径の部品を有してもよい。トランスミッション部品は、回転軸１６及び１８を規
定するシャフトマウント（２０及び２２、シャフトは図示せず）を備える。
【００９５】
　交互のくさび形状の形成部２４及び凹部２６は図１Ｂの断面図でさらに明確に示されて
いる。ジグザグの輪郭は、単一の係合表面上に一連の交互の形成部及び凹部を規定してい
る。部品１２及び１４の両方が、（互いに比較される時に）実質的に同一の形成及び寸法
の形成部と、実質的に同一の形状及び寸法の凹部と、を有している。凹部は、形成部の共
役体、反転体又は形成部を補完するものであり、その結果、形成部は、凹部へ挿入が可能
であり、形成部の傾斜表面は、凹部の傾斜壁に接触するように構成される。図１Ａ～図１
Ｂに示す構成に加えて、形成部２４は第１部品１２上にあってもよく、及び、凹部２６は
第２部品１４上にあってもよく、又は、逆も同様である。動作時、形成部２４及び凹部２
６は、互いに摩擦係合して第１部品と第２部品との間でトルクを伝達し得る。さらに、形
成部及び凹部が互いに摩擦係合するので、トランスミッションはいかなるバックラッシュ
も有しない。
【００９６】
　残りの図面における部品の符号は概して図１の符号に一致する。
【００９７】
　図２Ａは図１のトランスミッション１０の側面図である。部品１２及び１４は、従来技
術のトランスミッションの歯車のような部品同士の間でトルクを伝達するように動作し、
かつ、歯元円３２と同等のものを有するものとみなされ得る。部品１２、部品１４の摩擦
係合のエリア３０は、特に関連しており、一方の部品から他方への回転運動の伝達を担っ
ている。この実施形態では、形成部はくさび形状であり、凹部はくさび形状の実質的なコ
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ンプリメンタリである。外周の係合面の全域は、形成部の表面及び凹部の壁を規定するた
めのものであり、摩擦係合に関わり得ない係合表面の領域はなく、これは、図２Ｂに示す
参照エリア３０によって明確である。
【００９８】
　図３は、本開示に関連して動作可能な複数の他の好適な形成部及び凹部の組み合わせを
示す図である。図３Ａでは、上側の部品の形成部及び凹部は直線輪郭を有しており、形成
部の傾斜表面が厳密に平坦である。図３Ａの下側の部品は、凸状輪郭を有する形成部を有
しており、形成部の傾斜表面は、わずかに外側に向かって弓なりである。図３Ｂは、その
状況の反対を示しており、上側の部品が、凸状輪郭を有する形成部を有しており、下側の
部品が直線輪郭を有する形成部を有している。図３Ｃは、凸輪郭の形成部を有する両部品
を示しており、一方で、図３Ｄは、上側の部品と下側の部品との両方上の非常に微細な凸
状輪郭を示している。
【００９９】
　リング歯車状部品４２及びピニオン歯車状部品４４を有する代替的なトランスミッショ
ン４０を図４Ａ～図４Ｃに示す。リング部品の内面は、内周周りで延びる一連の細長い形
成部及び凹部を有している。ピニオン部品の外周は、リング部品のピニオン部品のコンプ
リメンタリである形成部及び凹部を有している。リング部品の回転時、摩擦係合は、ピニ
オンの回転を引き起こし、又は、その逆もまた同様である。図４Ｃは、交互のトランスミ
ッションの摩擦係合のエリアを点線で示す。
【０１００】
　図５Ａ～図５Ｃは、本部品を利用し、かつ、一定の比率差動を有する複合遊星トランス
ミッション５０を示している。トランスミッション５０は、大内径部分５２及び小内径部
分５４と、太陽歯車状部品５６と、５つの惑星歯車状部品５８と、を備える環状歯車状部
品を有している。惑星部品５８の各々は、環状部分５２及び５４の大内径部分及び小内径
部分内に収容されるように適応される大直径部分及び小直径部分を有している。同様に、
太陽部品５６は、惑星部品５８の大直径及び小直径を収容するように適応された大直径部
分及び小直径部分を有している。
【０１０１】
　環状部品５２、５４は、その内面上に形成部及び凹部を有しており、当該形成部及び凹
部は、惑星部品５８の外部係合面上にコンプリメンタリ形成部及び凹部に摩擦係合するよ
うに構成される。太陽部品５６の外部係合面は、惑星歯車の形成部及び凹部へのコンプリ
メンタリである形成部及び凹部を有する。
【０１０２】
　図６Ａ～図６Ｃの惑星トランスミッションは、プリロードが太陽歯車及び惑星歯車の係
合面上に配置されることを可能にする調整機構５９を備える。調整機構の例は１組のグラ
ブねじ６０であってもよく、１組のグラブねじ６０は、必要に応じて、プリロードを増加
させるために内側に、かつ、プリロードを減少させるために外側に回され得る。プリロー
ド（及び従って、トランスミッションが動作中の太陽歯車と惑星歯車との間の摩擦係合の
量）を増加させることによってトランスミッションのトルク密度を改善する。これは、ト
ランスミッションのパフォーマンスを調節して磨滅を相殺する性能を提供し、図８に示す
トポロジーレイアウトを特に考慮する。調整機構５９は、本明細書で説明するトランスミ
ッションの他の例に用いられてもよい。
【０１０３】
　図６Ａ～図６Ｃの実施形態は、小スケールのロボットアームのためのトランスミッショ
ンとして製造されてもよく、かつ、サーボモータによって駆動されるように構成されても
よい。トランスミッションのくさび形状の形成部は０．２ｍｍの高さを有していた。
【０１０４】
　図７は、プリロード調整機構５９、特にグラブねじ６０をより詳細に示している。グラ
ブねじ６０は、中央シャフトと太陽部品５６との間の孔に嵌め込まれる。孔７０の中央側
のみにねじが切られており、一方で、外側７２は、締まり嵌めを有するめくら孔である。
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グラブねじ６０が締められる時、それによって、２つの太陽部品を互いに向かって付勢す
る一方でキー溝として作用し、他方との関係において一方の部品の回転を防止する。
【０１０５】
　図５及び図６の実施形態を参照すると、運転可能なトランスミッションを提供するため
に、惑星キャリアアセンブリ、転動要素ケージ、入力及び出力シャフト、シール、ハウジ
ングなどのさらなる部品が通常は必要とされるということが理解される。当業者は、決め
られた方法によってのみ、このような付加的な部品を提供することが可能になる。
【０１０６】
　本開示は、図９に示すように、ひずみ波トランスミッション（ハーモニック・ドライブ
・システムとしても知られる）にも適応可能である。図５、図６及び図９のトランスミッ
ションは、バックラッシュ及び有用なトルク出力がない場合にサーボ機構の応用に特に有
用であるものとして示されている。
【０１０７】
　図９Ａ～図９Ｄは、ひずみ波トランスミッションの実施形態１００を示しており、実施
形態１００は図９Ａに斜視図で示されている。トランスミッションは、内側係合表面を取
り囲む形成部及び凹部を有する固定された円形スプライン状部品１０２を備える。円形ス
プライン１０２の内部はフレックススプライン状部品１０４である。フレックススプライ
ン状部品１０４は、外側係合表面を取り囲む形成部及び凹部を有し、かつ、出力シャフト
（図示せず）に動作可能に接続される。フレックススプライン状部品１０４及び円形スプ
ライン状部品１０２の形成部及び凹部は、コンプリメンタリであって、かつ、摩擦係合す
る。フレックススプライン状部品１０４の内部は、中心ハブ１０６（入力シャフト１０８
に接続されて動作する）と、ハブ１０６の周りに等距離に配置される３つのローラ１１０
と、を備える波発生器である。各ローラ１００は、フレックススプライン状部品１０４の
内面とハブ１０６の外面とに接触する。トランスミッションへの回転入力時、ハブ１０６
は、回転してローラ１００を逆回転させて、それによって、ローラ１００は、惑星のよう
にハブの周りを旋回する。旋回ローラ１１０は、フレックススプライン状部品１０４の変
形を引き起こして、ひずみ波を提供する。
【０１０８】
　トランスミッション１００の断面図を図９Ｂに示しており、断面は、図９Ｃに示す平面
Ｈ－Ｈに沿っている。図９Ｂの円で囲まれた領域の詳細が、図９Ｄに示され、図９Ｄは、
フレックススプライン状部品１０４の外側係合面が、ローラ１１０によって、固定された
スプライン状部品１０２の内側係合面に対して付勢されることをより明確に示している。
【０１０９】
　ここで図９Ｂに戻って参照すると、トランスミッションの最下領域では、フレックスス
プライン状部品１０４が領域１０４ａにおいて内側に弓なりであることに留意されたい。
これは、ローラ１１０によって、固定されたスプライン状部品１０２の内側係合表面に付
勢されていない時のフレックススプライン状部品１０４の構成である。従来技術のひずみ
波トランスミッションについては、フレックススプライン状部品は可撓性材料を用いて製
造される。従来技術のトランスミッションに用いられる任意の材料は、本ひずみ波トラン
スミッションに適用可能であることが検討される。
【０１１０】
　この好ましい実施形態の変形例として、波発生器ハブは、回転惑星を用いて（上記に示
して説明したような）波を生成する円形であってもよく、又は、波発生器ハブは、歯付き
スプラインを有する従来技術のひずみ波トランスミッションの動作に従って、フレックス
スプライン状部品に形状の変化を単に伝達するローラで波発生器の輪郭に波を含むように
構成されてもよい。
【０１１１】
　ひずみ波の実施形態の利点は、太陽／惑星関係を介したより高いトルク比に加えて、製
造の簡単さ及び容易さを含む。
【０１１２】
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　上述したトランスミッションの例に加えて、トランスミッション及びその部品は他の構
成を有してもよい。例えば、トランスミッションは、ハーモニック歯車／ひずみ波の構成
（上記の図９Ａ～図９Ｄに示す一例を有する）と、ベベル構成と、ラックアンドピニオン
構成と、クラウンアンドピニオン構成と、を有してもよい。
【０１１３】
　図１１は、トランスミッションがラック部品１１０１及びピニオン部品１１００を有す
る形成部及び凹部を有するラックアンドピニオン状トランスミッションである。ラックア
ンドピニオン状構成（歯車及び静止摩擦ホイール）は、回転運動を直線運動に変換するよ
うに用いられてもよく、及び、逆もまた同様である。ラックアンドピニオン構成は、車両
操舵機構及びデカルトの運動制御機構で通常は用いられる。図１１に示すように、ラック
アンドピニオン１１００及び１００１は、すでに上述したように協働する１以上の形成部
２４及び１以上の凹部２６を各々有してもよい。
【０１１４】
　図１２Ａ及び図１２Ｂはそれぞれ、第１部品１２００及び第２部品１２０２を有する形
成部及び凹部を有するベベル状トランスミッションの斜視図及び上面図である。ベベル状
構成では、２つのシャフトの軸（図１２Ａ及び図１２Ｂに点線で示す）は、通常、１度～
９０度の間のある角度で、２つの部品／ホイール１２００及び１２０２の間でトルクの伝
達を可能にする噛み合い面に交差する。２つの部品／ホイールは、トルクベアリングシャ
フトの方向変化を可能にするために同一のサイズであってもよく、又は、２つの部品／ホ
イールは、トルクの減少及び増加、同様に方向の変化を可能にするために異なるサイズで
あってもよい。図示するように、部品の各々は、すでに上述したように協働する１以上の
形成部２４及び１以上の凹部を有してもよい。
【０１１５】
　図１３Ａ及び図１３Ｂはそれぞれ、形成部及び凹部を有するクラウンアンドピニオン状
トランスミッションの斜視図及び上面図である。このトランスミッションは、図示するよ
うな１以上の形成部２４及び１以上の凹部２６を用いて互いに相互作用するクラウン部品
１３００及びピニオン部品１３０２を有してもよい。このトランスミッションでは、２つ
の部品の軸（図１３Ａ及び図１３Ｂに点線で示す）は、２つの部品／ホイール１３００及
び１３０２の間でトルクの伝達を可能にする噛み合い面に対してほぼ９０度であってもよ
い。
【０１１６】
　上記が本開示の特定の実施形態を参照した一方で、本開示の原理及び精神、添付の特許
請求の範囲によって定義される範囲から逸脱しない限りにおいてこの実施形態において変
更がなされてもよいということが当業者には理解されるであろう。
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